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ネットワーク中立性に関する研究会（第７回） 

 

１ 日時 平成３１年２月２０日（水） １５：３０～１７：３０ 

２ 場所 総務省講堂（地下２階） 

３ 出席者 

○構成員 

森川座長、大橋座長代理、江﨑構成員、柿沼構成員、宍戸構成員、実積構成員、庄司

構成員、田中構成員、林構成員 

 

○総務省 

谷脇総合通信基盤局長、秋本電気通信事業部長、竹村総合通信基盤局総務課長、山碕

事業政策課長、大村料金サービス課長、山路データ通信課長、梅村消費者行政第一課

長、中溝消費者行政第二課長、大内事業政策課調査官、佐伯事業政策課市場分析企画

官、五十嵐データ通信課調査官、岡本消費者行政第二課企画官、細野データ通信課課

長補佐、大江データ通信課課長補佐 

 

４ 議事 

（１）中間報告書（案）について 

（２）意見交換 

（３）その他 

 

【森川座長】  それでは、本日もお忙しいところお集まりいただきまして、ありがとう

ございます。時間となりましたので、ただいまからネットワーク中立性に関する研究会の

第７回を始めたいと思います。 

 本日は、寺田構成員が欠席となります。あと、柿沼構成員がちょっとおくれておられる。

あと、林構成員も途中からご出席ということでございますので、今現在、８名の先生方で

始めたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、冒頭、カメラ撮りがございますので、少々お待ちいただけますでしょうか。 

【細野データ通信課課長補佐】  よろしいでしょうか。会議冒頭のカメラ撮りの報道関

係者が退室いたしますので、しばらくお待ちください。 
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 そろそろよろしいでしょうか。お願いいたします。 

 すいません、そろそろご退室のほうお願いいたします。 

【森川座長】  それでは初めに、事務局から資料の説明をお願いいたします。 

【細野データ通信課課長補佐】  事務局でございます。それでは、まずは席上の資料に

ついて確認させていただきます。皆様のお手元には、座席表、議事次第、資料７－１を配

付いたしております。ご確認いただきまして、不足などがございましたら、事務局までお

伝えいただければと思います。よろしいでしょうか。 

 以上でございます。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

 それでは、本日は、お手元資料７－１にございますとおり、中間報告書（案）の取りま

とめに向けて議論を行いたいと思います。こちらの資料ですけれども、あらかじめ皆様方、

構成員の先生方に事前に送付した版におきましていろいろなコメントをいただきましたの

で、それを事務局のほうでコメントを可能な限り反映したものとなっております。 

 それではまず、本日は事務局からまずこのご説明をいただいて、残りの時間は先生方か

らいろいろなコメントをいただくという形で進めさせていただければと思います。それで

は、まず事務局からご説明をお願いいたします。 

【山路データ通信課長】  事務局でございます。それでは、資料についてご説明をさせ

ていただきます。 

 こちら、資料７－１でございますが、最初のほうに本文を記載しておりまして、後ろの

ほうに参考資料として、これまで事務局が提出した資料及び事業者の皆様方からご発表い

ただいた資料を添付するような形にしております。 

 では、全体の構成についてご説明させていただきます。１ページ目の目次をご覧くださ

い。第１章、はじめにの後、第２章におきまして、我が国におけるこれまでの議論及び取

組を説明しております。２００６～７年に開催された懇談会に関する説明、その後のネッ

トワークの品質に関する議論。３章として、情報通信分野をめぐる近年の環境変化につい

て説明をしておりまして、第４章で、主要国――米国、ＥＵ、インドにおけるネットワー

ク中立性に関する政策動向をご説明しております。その上で、主要論点と基本的方向性に

ついてご説明する第５章がありまして、最後の第６章に今後の取組方針をまとめて書いて

あるという形にしております。 

 それでは、２ページ目以降についてご説明をさせていただきます。第１章、はじめにで
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ございます。下線部を中心にご説明をさせていただきたいと思います。インターネットは、

誰もがその上で自由に活動できる共通基盤として「オープン性」が確保されてきたことで、

①の高度かつ低廉な通信手段の提供、自由かつ多様な表現の場の提供、③のイノベーショ

ンの場の提供、こういった役割を果たしてきたと。インターネットは、社会に対し多大な

効果をもたらし、今や経済活動や国民生活にとって不可欠なものとなっている。今後もイ

ンターネットの「オープン性」が維持されるためには、「通信事業者はインターネット上の

トラヒックを公平に取り扱う」といういわゆる「ネットワーク中立性」の確保が、非常に

重要な意味を持つとさせていただいております。 

 第２章の我が国におけるこれまでの議論及び取組についてでございます。Ｔｉｍ Ｗｕ

が通信の公平な取り扱いに関する「ネットワーク中立性」という概念を提唱しておりまし

て、これを一つのきっかけに、米国をはじめとした諸外国においてさまざまな議論が行わ

れていると考えております。 

 我が国においても、２００６年から２００７年にかけて「ネットワーク中立性に関する

懇談会」が開催され、（１）から（３）にあるような、「ネットワークの中立性を確保する

ための三原則」が取りまとめられております。この３つの原則に合致したネットワークが

維持・運営される場合、ネットワークの中立性が確保されていると考えることが適当であ

ると整理されたところでございます。また、「ネットワークのコスト負担の公平性」、「ネッ

トワークの利用の公平性」という２つの視点から検討がなされました。 

 同懇談会で検討対象としたネットワーク（ＩＰ網）は主に固定系を想定したものでござ

いまして、例えば固定系のトラヒックの急増等に対応する形で帯域制御に係る必要最小限

の運用基準に関するガイドラインの策定と、各ＩＳＰ等による具体的運用方針の設定・実

際・情報提供という２段階のアプローチが提言されております。この懇談会の報告書を踏

まえて、関係事業者団体により設立された協議会が、２００８年に「帯域制御の運用基準

に関するガイドライン」を策定し、通信事業者の皆さんが取り組みを行っているという状

況です。 

 ネットワークの品質に関する議論でございます。ネットワーク中立性の議論とは別に、

我が国では、インターネットの現状の把握や、利用者へのネットワーク品質に係る情報提

供のための取り組みを行ってきたとしております。２００４年から日本国内のインターネ

ットにおけるトラヒックの集計を行っています。こちらは固定系です。また、移動通信に

おけるトラヒックについて、移動通信事業者の協力を得て２０１０年より集計を行ってお
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ります。 

 総務省は、２０１５年７月に「移動系通信事業者が提供するインターネット接続サービ

スの実効速度計測手法および利用者への情報提供手法等に関するガイドライン」を策定し

ておりまして、統一的な手法を提示しております。携帯電話事業者は、実効速度の計測と

利用者への情報提供に努めているという状況でございます。 

 第３章に移ります。情報通信分野をめぐる近年の環境変化でございます。ブロードバン

ドの普及・高度化とモバイル通信の重要性が高まっているということをこちらでは説明を

しております。 

 ６ページに移りまして、総ダウンロードトラヒックが２００４年以降、一貫して増加傾

向を示しているということを説明しております。また、１契約当たりのトラヒックについ

ても同様に増加傾向が続いております。 

 ８ページに移りまして、ブロードバンド、とりわけＦＴＴＨやＬＴＥの契約数の増加、

スマートフォン、タブレット等の情報通信機器の普及率の上昇などを踏まえれば、このよ

うなトラヒックの増加傾向は今後も継続すると想定されるとさせていただいております。 

 第３節でございます。９ページ目の下にあるように、配信コンテンツについても、高品

質・大容量化が進んでおり、今後４Ｋ・８Ｋによる動画配信が普及することで、トラヒッ

クのさらなる増加が予想されているとしております。 

 １０ページ目でございますが、動画コンテンツの配信が大きな影響を及ぼしており、キ

ャッシュサーバーを活用したコンテンツ配信ネットワーク（ＣＤＮ）等、コンテンツの効

率的配信の重要性が一層高まっているとしております。また、ゼロレーティングサービス

が提供されるようになっていることについても触れております。 

 １２ページに移りまして、このようなコンテンツ自体の高品質・大容量化に加えて、さ

まざまなサービスの普及によって、コンテンツの配信者と視聴者の間において、トラヒッ

クの増加傾向に拍車がかかると考えられるとさせていただいております。 

 インターネット利用形態の多様化、第４節でございます。さまざまな分野におけるＩｏ

Ｔ機器の普及により、多様かつ大量のデータがインターネットを通じてデータセンターに

蓄積され、集約されたビッグデータとＡＩを活用したサービスがより普及していくと思わ

れるとしております。 

 第５節でございます。２００７年の「ネットワーク中立性に関する懇談会」の開催から、

各レイヤーにおいて、関係主体やサービスの多様化・高度化が進んでいるとさせていただ
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いております。１４ページでございますが、レイヤーを越えた重層的な連携が進むなど、

モバイル通信のエコシステムも大きく変化してきております。１５ページです。今後もイ

ンターネットの利用形態は高度化が進み、さらに多様化していくことが見込まれるとして

おります。１６ページ、近い将来には、ＳＤＮ（Software Defined Networking）技術や仮

想化（Network Function Virtualization）技術を活用することで、５Ｇの機能や通信設備

の機能の一部を自在に切り出して組み合わせ、ネットワークを論理的に分割する「スライ

シング・サービス」の提供が見込まれているとさせていただいております。 

 １７ページ以降が、第４章、主要国におけるネットワーク中立性に関する政策動向でご

ざいます。中段より下のほうになりますが、ＦＣＣは２０１５年２月に「新オープンイン

ターネット規則」を採択しております。同規則では、ブロッキング、スロットリングや有

償優遇措置の禁止に加え、不合理な差別的取り扱いに係る一般行為基準の導入、苦情処理

手続の創設、透明性確保ルールの強化など、厳格な規律が盛り込まれております。 

 共和党への政権交代後の２０１７年末に、ＦＣＣは「インターネットフリーダム規則」

を採択しております。同規則は、ブロードバンドインターネットアクセスサービスを通信

法Ｔｉｔｌｅ１が適用される「情報サービス」として再々分類しております。また同時に、

モバイルブロードバンドインターネットアクセスサービスを「プライベートモバイルサー

ビス」に再々分類するとともに、透明性の確保を除く大部分のネットワーク中立性に関す

るルールを廃止しております。 

 このような動きに対しまして連邦議会では、「インターネットフリーダム規則」を無効化

しようという動きがございます。また、一部の州では、中立性の規律を復活させようとい

う動きがあります。このように米国では、ブロードバンドインターネットアクセスサービ

スの分類や、連邦と州の規制権限をめぐる議論が盛んになされているとさせていただいて

おります。 

 続きまして、ＥＵの状況でございます。ＥＵにおきましては、２０１５年１１月に「オ

ープンインターネット規則」が採択され、２０１６年４月に施行されております。この規

則は、具体的には、インターネットアクセスサービスを通じた情報やコンテンツへのアク

セスや配信、アプリケーションやサービスの利用や提供、端末の使用に関する最終利用者

の権利を規定しております。 

 その上で、インターネットアクセスサービス事業者に対してさまざまな義務づけをして

おりまして、最終消費者の権利を侵害する契約や商業慣行を禁止、また、トラヒックの公
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平・無差別な取り扱いを義務づけ、また、「合理的なトラヒック管理措置」を除き、ブロッ

キング、速度低下、品質低下等を行うことを禁止しております。また、トラヒック管理手

法、ダウンロード及びアップロードスピード等の情報公開を義務づけております。また、

インターネットアクセスサービス以外の特別サービス（specialized service）の提供につ

いて、容量が十分である、インターネットアクセスサービスを代替するものではない、イ

ンターネットアクセスサービスの品質を損なわない等の要件を満たす場合にのみ、特別サ

ービスの提供を許容するというようなことを規定しております。 

 同規則は、最終消費者の権利を明確に規定した上で、ＩＡＳ事業者による権利侵害行為

等を禁止する形になっておりますけれども、この規則の首尾一貫した適用を確保するため、

ＩＡＳ事業者による行為を各国規制当局、ＮＲＡが監視する上でのガイダンスとして、Ｂ

ＥＲＥＣ（欧州電子通信規制車団体）が２０１６年８月に「ネット中立ガイドライン」を

策定しております。同ガイドラインの中では、ゼロレーティングについて、利用者の権利

行使に影響を与える可能性があるとしつつも、一律には禁止せず、ケースバイケースで判

断するための基準を示しております。四角囲みの中に、ＢＥＲＥＣの中立ガイドラインに

おけるゼロレーティング関係の主な基準を書かせていただいております。 

 インドでございます。インドにおいては、電気通信規制庁（ＴＲＡＩ）が２０１６年２

月にデータ通信サービスについて、コンテンツによって無料や割り引きなど料金面での差

別的な取り扱いを禁止する規則を制定しております。その後、ＤｏＴ、通信省の電気通信

局が、インターネットアクセスサービスにおける無差別的取扱原則等を盛り込む形で、イ

ンターネットアクセスサービスを提供する通信事業者に対する免許条件を修正するという

方針を決定しております。 

 ２２ページに移ります。第５章、主要論点と基本的方向性についてでございます。まず

我が国においては、世界最高水準のブロードバンドサービスが多くの地域において利用可

能な状況となっております。電気通信事業法の規律のもとで、通信事業者は、「ネットワー

クの中立性を確保するための三原則」を踏まえてさまざまな取り組みを行ってきたことも

あり、我が国ではネットワーク中立性に関する大きな問題は発生してこなかったとさせて

いただいております。 

 一方で、先ほどまで述べたように、インターネットをめぐる内外の環境が大きく変化し

ております。このような環境変化の中、インターネットがこれまで同様「オープン性」を

維持し、先ほど述べたような３つの役割を引き続き果たし、Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０の基盤と
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して社会の公平性・公正性の向上に寄与していくために、これまでの「ネットワークの中

立性」に関するルールの見直しが必要となっているとさせていただいております。 

 この際に、２００７年の懇談会によって打ち出された三原則について、こちらは「消費

者」を主語としておりますけれども、事業者等も含む「利用者」を主語とする形に改め、

また、「インターネットの利用に関する利用者の権利」として明確に位置づけることとした

というふうにさせていただいております。権利として明確に位置づけることで、電気通信

事業者等の関係者がそれを十分に尊重して対応していくことが期待されるとしております。 

 本研究会では、これら利用者の権利が保障されることでネットワーク中立性が確保され

るとの考えに基づき、現在あるいは近い将来において想定される具体的事項に対して、利

用者の権利保障のためにどのようなルールが必要か検討することとした。具体的ルールの

検討に当たっては、電気通信事業法の目的に鑑み、以下の５点を基本的視点とすることが

適当と考えるとさせていただいております。（ア）、（イ）、（ウ）、（エ）、（オ）という形で、

具体的ルールを検討するに当たっての基本的視点を書かせていただいております。 

 ２４ページ以降が、ルールが必要な具体的事項でございます。外形的には利用者の権利

を制限している、または電気通信事業法の規定に抵触していると解される可能性があるも

のもあり、関係者は課題解決に向けた取り組みをちゅうちょしている状況であるとさせて

いただいております。 

 そこで予見性を確保する観点から、合理的な措置または慣行として許容される要件等を

明確化するものとして「ネットワーク中立性のルール」を検討していくとして、中立性に

関するルールが必要な具体的事項として（Ａ）、（Ｂ）、（Ｃ）を挙げさせていただいており

ます。帯域制御、優先制御、ゼロレーティングやスポンサードデータとさせていただいて

います。 

 次の第１項以降が、具体的なルールの中身になってきております。まず第１項、帯域制

御に関するルールでございます。現行のガイドラインは、主に固定ブロードバンドサービ

スの普及に伴うトラヒックの急増等に対処するために策定されたものであり、「あくまで

例外的状況」においてネットワークの安定的運用と通信品質を確保するための正当業務行

為として、ヘビーユーザー、Ｐ２Ｐファイル交換ソフト等の特定アプリ、災害時の３類型

に限定して帯域制御を許容しております。一部の事業者においては、一定期間通信速度を

制限する帯域制御（総量規制方式）が実施されております。これはヘビーユーザーを対象

とするものでございます。 
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 一方で、現行の帯域制御ガイドラインは、モバイル通信を念頭に置いた記述となってい

ない。多数の一般利用者が大容量の通信を行うようになってきており、これまでのような

ヘビーユーザーのみを対象とした帯域制御では限界があるとの指摘があります。また、Ｏ

Ｓのバージョンアップ時のトラヒックの増大などによりネットワークが逼迫するような状

況になってきているという指摘もございます。 

 論点でございます。帯域制御については、利用者間の公平性やコンテンツ・アプリケー

ション事業者間の公平性に問題を生じさせるとの指摘があります。潜在的参入者を含めた

コンテンツ・アプリケーション事業者間の公平性や競争に与える影響についても配慮が必

要となるとさせていただいております。 

 研究会においては、帯域制御に関して以下のような意見や議論がございました。帯域制

御を柔軟に行えるよう、帯域制御ガイドラインを見直すことが必要ではないか。１利用者

当たりのネットワーク利用量も増加しているところ、ネットワークの柔軟な制御の在り方

について検討してもよいのではないか。また、利用者の承諾や透明性の確保を前提に、ネ

ットワーク管理上必要な措置は認めるべきではないか。通信の最適化に関する同意の有効

性、通信の秘密の侵害との関係性を検討すべきではないか。利用者に対して帯域制御の内

容等を説明することとなっているものの、実際には、利用者はその内容を十分理解してい

ないのではないか。このような意見や議論があったところでございます。 

 次以降が、取組の方向性でございます。帯域制御ガイドラインにおいては、「トラヒック

の増加に対しては、本来、ＩＳＰ等はバックボーン回線等のネットワーク設備の増強によ

って対処すべきであり、帯域制御はあくまでも例外的な状況において実施すべきもの」と

いう基本原則を定めております。今後もこの基本原則を維持しつつ、「合理的なトラヒック

制御」として認められる要件について検討を進めることが適当であるとしております。帯

域制御の具体的な運用方針や実施状況等に関し利用者や他の事業者に対して周知すべき内

容を充実・明確化することが必要であると考えております。 

 具体的には、透明性の確保を前提に、例えば、以下のような柔軟なネットワーク管理が

可能となるよう、現行の帯域制御ガイドラインを改訂することが望ましいとさせていただ

いております。この中では、「以下のように」というところでございますが、公平制御であ

ったり、利用者のＱｏＥを確保するために実施する制御、こういったものを可能とするよ

うにということでございます。また、上限データ通信量に達した後の通信速度制限のある

べき水準、また、コンテンツに関する不可逆圧縮等についても、ルールの明確化を検討す
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る必要があるとさせていただいております。 

 次が、優先制御に関するルールでございます。一部の電気通信事業者においては、主に

ＮＧＮなど活用し、電話などの一定品質の確保が必要な通信について、既に優先制御を実

施しております。ある電気通信事業者が特定コンテンツに係るトラヒックを優先制御する

ことで、当該コンテンツを利用しない者によるインターネットへのアクセスに影響が生ず

れば、その者のインターネットの利用に関する権利を損なうこととなりかねないことから、

優先制御を実施するに当たっては慎重な運用が求められるとしております。 

 「自動運転」や「遠隔医療」など一定の通信速度・品質の確保が不可欠となるサービス

もあり、このようなサービスを中心に、優先制御へのニーズが高まることが予想されてお

ります。また、さまざまな技術が普及する場合に、より柔軟なネットワーク管理が可能と

なるものと想定されております。 

 論点でございます。「優先されるサービス・コンテンツ事業者」と「優先されないサービ

ス・コンテンツ事業者」との間において、通信レイヤーの公平利用という観点から利害が

対立することとなる。また、そのサービスを利用する者と利用しない者の間においても利

害が対立することになるとさせていただいております。利用者によるコンテンツへの自由

なアクセスなどに影響を及ぼす可能性が生じると考えております。このような状況を見す

えつつ、検討を行っていくことが必要となっております。 

 研究会においては、以下のような意見や議論がありました。優先される対象サービス・

コンテンツや技術的条件等について一定のルールが必要ではないか。また、優先させるコ

ンテンツ、優先する帯域など制御にかかわる諸条件について、透明性や公平・公正性が確

保されるべきではないか。また、コスト負担の観点から「受益者」自体の考え方の整理が

必要ではないか。プロバイダが市場でのビジネスをするための特徴的なサービスとして認

めることが妥当ではないか。最終利用者が持つべき基本的権利を侵害しないようにするこ

とが必要ではないか。マルチステークホルダーによる合意形成が必要ではないか。こうい

ったようなご意見があったところでございます。 

 取組の方向性でございます。優先制御の対象を検討する上では、優先制御の必要性につ

いて合理的説明が求められるとともに、利用の公平性の確保やインターネットの利用に関

する権利の確保の観点から、技術的条件等を公表するなど透明性や公平・公正性の確保が

必要となる。その優先されたトラヒックを利用する一部の利用者のみならず、それ以外の

利用者に及ぼす影響についても適切に検証を行い、不公平なサービスの提供とならないよ
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う、十分な対処を行っていくことが求められる。 

 このような考えから、「優先制御」の対象サービスを利用しない利用者のインターネット

アクセスに過度な影響を及ぼさないといったことが基本的な原則になるものと考えられる

とさせていただいております。優先制御が認められるサービス・コンテンツやその技術的

条件等についても、一定の合理的な基準等の必要性や、情報開示・透明性の確保、優先制

御時におけるネットワークコストの分担など、適切なルールの在り方について検討を行う

ことが必要である。 

 ただし、現時点では、一定の通信品質の確保を必要とするユースケースが必ずしも明確

になっておらず、このような状況下で、将来登場し得るサービスに対して適用されるルー

ルを定めることは、事業活動を過度に抑制し、事業者におけるイノベーションの芽を積む

可能性も否定できない。 

 したがって、まずは総務省において、一定の通信速度・通信帯域の確保が不可欠となる

サービスなどについて継続的に情報収集・調査を行うこととし、具体的なユースケースの

登場に当たり、マルチステークホルダーによる議論の場を設置し、合意形成を進めていく

ことが適当である。その際、総務省は、レイヤー間・事業者間の立場の差異などを調整し、

合意形成に向けた議論が適切に行われるよう努めるべきであるとさせていただいておりま

す。 

 次が、ゼロレーティングやスポンサードデータに関するルールです。モバイル通信分野

において、利用者による特定のコンテンツ・アプリの利用について、使用データ通信量に

カウントしないゼロレーティングサービスを一部事業者が提供しています。 

 論点としては、当該サービスの利用者と利用しない者との間の費用負担の公平性や、対

象コンテンツと非対象コンテンツとの間のネットワークの利用に関する公平性、通信レイ

ヤー、コンテンツ・アプリケーションレイヤーにおける競争への影響といった論点がござ

います。このような商業慣行は、特定の者またはサービスを優先的に取り扱うものとも言

えるため、電気通信事業法の規律、ネットワーク中立性に関する一般原則等との関係で是

認されるかについて、第１節の基本的視点等を踏まえた整理が必要であるとさせていただ

いております。 

 研究会においては、以下のような意見や議論がございました。ゼロレーティングサービ

ス等については、プラスの効果が期待される一方で、マイナスの効果も予想される。コン

テンツ事業者によるコスト負担がない形でのゼロレーティングについては、ゼロレーティ
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ングを利用する利用者と利用しない利用者との間での負担の公平性、ゼロレーティング対

象のコンテンツ事業者と非対象のコンテンツ事業者との間の負担の公平性といった論点も

あります。過大なコスト負担を求める場合には、コンテンツ市場における競争を阻害する

可能性もあります。 

 また、ゼロレーティングサービスを行うことで、トラヒックの急増による通信の逼迫を

招くおそれもございます。ゼロレーティングの実施に当たりましては、利用者のパケット

を分析する必要がありますけれども、そのような行為については通信の秘密の侵害に当た

る可能性も指摘されております。自社提供コンテンツのみをゼロレーティング対象とする

ことが、利用の公平との関係で問題ないか、また、コンテンツ市場における競争に与える

影響をどのように考えるかといった論点も惹起されるところでございます。 

 さまざまな事業者等から以下のような意見が寄せられております。規制は最小限とする

方向で、「通信の秘密」や「利用の公平性」の観点からの考え方をガイドライン等で整理す

べきというご意見もございました。また、コンテンツホルダーやキャリア・プラットフォ

ーム事業者の差別的取り扱いには、一定の制限を設けるべきということもございました。

また、「無差別の原則」の維持が必要、有償のゼロレーティングは認めるべきではないとい

うようなご意見もございました。また、消費者がよく理解しないまま、通信パケットの分

析をされたり、コンテンツ・サービスの選択範囲が狭められ、一定の方向に誘導されるこ

とのないような方策を考える必要があるとのご意見もございました。また、パケットのカ

ウントの実態が消費者向けに開示されておらず、課金の適切性を検証できないというよう

なご指摘もございました。 

 取組の方向性でございます。ゼロレーティングサービス等については、萌芽的なもので

あり、このような商業的慣行については、一律に禁止するのではなく、予見性を確保する

観点から一定の判断基準を示した上で、ケースバイケースで事例を検証・分析し、問題事

例については電気通信事業法等に基づき事後的に対応することが有効であるとさせていた

だいております。さまざまな観点から、プラス・マイナス面の比較考量が重要であるとし

ております。 

 市場における予見性を高め、電気通信事業者とコンテンツ事業者が適正かつ柔軟に連携

してゼロレーティングサービス等を提供できる環境を整備するため、総務省は、電気通信

事業者、コンテンツ事業者、消費者団体等の参画を得て、以下のような事項を整理した上

で、「ゼロレーティングの提供に関する電気通信事業法の規律の適用についての解釈指針」
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として取りまとめ、運用することが適当であるとさせていただいております。 

 整理すべき事項でございますけれども、他の電気通信事業者による同等のサービス提供

を困難にするような契約の締結を求めることは不適切ではないか。また、自己の特定関係

事業者のコンテンツのみをゼロレーティングの対象とすることは不適切ではないか。ＭＶ

ＮＯによる同等のサービス提供が不可能な条件でゼロレーティングサービスを提供してい

ないか、ＭＮＯの行為について監視が必要ではないか。また、支配的コンテンツ事業者が

電気通信事業者に対し、競合コンテンツをゼロレーティング対象とすることを困難にする

ような契約の締結を求めることは不適切ではないか。ゼロレーティング対象コンテンツの

選定に関する条件等の公開を電気通信事業者（最終利用者市場において一定のシェア・支

配力を有する者）に対して求める必要があるのではないか。 

 また、一定のシェア・支配力を有する電気通信事業者について、ゼロレーティングの普

及に伴うトラヒック増加に対応可能となるようなネットワーク整備が確保されていること

が必要ではないか。電気通信事業者はゼロレーティング対象コンテンツに関する条件やパ

ケットのカウントの実態を利用者に対し適切に情報提供する必要があるのではないかとい

うふうな整理すべき事項を挙げております。 

 総務省は、提供条件等に関する情報を収集し、検証した結果を公表するなどの取り組み

を通じ、透明性を確保することが必要である。そのような取り組みを通じて、電気通信事

業法違反となる事例、違反しない事例等を具体的に明示していくことが望ましいとさせて

いただいております。 

 電気通信事業者またはコンテンツ・プラットフォーム事業者が苦情等を申し立てること

ができる仕組みを検討することが必要である。また、通信の秘密の侵害に当たらない要件

等についても整理が必要であるとさせていただいております。 

 続きまして、ネットワークへの持続的投資を確保するための仕組みでございます。イン

ターネットサービスの品質を維持・向上させるためには、ネットワークインフラへの持続

的投資が必要不可欠でございます。ＩＳＰは、自身が提供するインターネットアクセスサ

ービスの直接の「受益者」である利用者から受け取る料金を主たる原資として、インター

ネットインフラの運用、増強投資を行っております。 

 インターネットトラヒックの増加に対応したネットワーク投資としては、例えば以下の

ような取り組みがなされておりますということで、下位ＩＳＰの取り組みであったり、ケ

ーブルテレビ事業者の取り組み、ＭＶＮＯの取り組みを例示させていただいております。
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次のページに移りまして、下位のＩＳＰでは、利用者へのインターネットアクセスサービ

スの品質を維持し、増加し続けるトラヒックに対応するための設備投資が大きな負担とな

りつつあるとさせていただいております。 

 論点として、研究会では以下のような意見、議論があったとさせていただいております。

ＯＳのアップデートなどのトラヒックによるネットワークの負荷に関し、事業者団体とコ

ンテンツ事業者等の間で協議を行ったことがあるが、現実的な課題解決に至っていない。

ＮＴＴ東西のフレッツ網内の網終端装置がボトルネックとなり、トラヒックの混雑が発生

している。また、ネットワークコストの負担のあり方について検討が必要である。中立的

な機関が電気通信事業者と協力してトラヒックを測定し、現状のトラヒックを正確に把握

する必要があるのではないか。コスト負担を関係事業者にどのように求めていくか、議論

すべきではないか。コンテンツ事業者側においても、流通させるコンテンツの容量を減ら

す技術の開発やＣＤＮの活用等、コンテンツをより効率的に配信するための投資を行って

いる。最終的に国民が安全・安心に通信を利用できることを確保するという観点から、ど

のような負担の配分が望ましいのかを議論すべきではないか。都市部だけでなく、地方に

おいても、サービスの質が維持されていくことが重要ではないかと、このような意見や議

論があったところでございます。 

 取組の方向性として、総務省は、トラヒックの実態を収集・把握し、客観的なデータを

公開することが適当である。あわせて、電気通信事業者によるインターネットアクセスサ

ービスの品質に係る情報（例えば、遅延や実効速度等）の自主的な開示を促すことが必要

であるとさせていただいております。このようなインターネットトラヒックの「見える化」

によって、インターネットのボトルネックや受益者が明確になり、関係者間での負担や協

力に関する議論が進展することが期待されるとさせていただいております。 

 コンテンツの効率的かつ安定的な配信の実現に向けた幅広い関係者による協力体制を整

備し、ネットワーク逼迫対策の取り組みを促進するべきであるとさせていただいておりま

す。また、都市部一極集中型のネットワーク構成・トラヒック交換を見直す必要があると

した上で、総務省においては、地域におけるトラヒック交換の促進を通じた通信品質や耐

災害性の向上を実現するため、これまでのデータセンターの地域分散支援に加え、地域Ｉ

ＸやＣＤＮの活用に向けた関係事業者の取り組みを支援することが望まれるとさせていた

だいております。 

 ここまで具体的な事項に関するルールについてご説明させていただきましたが、第３節
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においては、ネットワーク中立性確保のための仕組みについて説明させていただきます。

こういう規律について検討する上では、以下の２点に特に留意が必要であるとさせていた

だいております。この分野においては、技術革新を含めたインターネットを取り巻く環境

の流動性の高さ、予見可能性の低さがあると考えております。また、ステークホルダーが

多様であること、また、関係が非対称であること、こういったことに留意が必要であると

考えております。 

 研究会においては、以下のような意見や議論がございました。公平性を保つためには情

報公開が不可欠であり、どのような情報をどこまで公開するべきかについては、消費者視

点も含めて検討する必要がある。第三者機関または信用できる機関が正確な情報を提示し、

事実に基づいた議論ができるような基盤と体制をつくるべき。また、市場についての定点

観測的な情報収集・公表と、レイヤー間の競争状況も含めた評価が必要ではないかという

ふうなご意見がございました。 

 取組の方向性としては、共同規制アプローチ（法的規制と自主規制のそれぞれの利点を

生かす中間的な政策手段によって最適な規律を実現しようとするもの）が適切と考えられ

としております。具体的には、電気通信事業法の規律を前提とした上で、ガイドラインを

全てのステークホルダーの参加のもとで自主規制として策定し、その遵守状況を行政が監

視し、違反事案について行政が関与するといった方法が適切であるとさせていただいてお

ります。 

 また、以下のような情報が公開されることが適当であるとしております。インターネッ

トアクセスに関する実効速度、ゼロレーティングサービス等に係るサービス提供ポリシー、

帯域制御・優先制御を実施する場合の運用ポリシーを挙げております。これら公開された

情報を持続的にモニタリングし、公正・中立的に検証するための体制整備が必要である。

サービス品質の是正や、当該開示情報の修正を求める機能を持たせるなど、実効性の確保

についても検討を行うべきであるとしております。 

 最後、６章が、これまでの議論を踏まえて、今後の取り組みの方針を取りまとめたもの

でございます。総務省は、関係者の協力を得て、マルチステークホルダーアプローチで以

下の取り組みを推進することが適当であるとさせていただいております。 

 帯域規制ガイドラインについては、いわゆる「公平制御」などの運用を可能とする改訂

を、年内を目途に行う。その際には、消費者の選択に必要となる情報公開についてもあわ

せて盛り込むとさせていただいております。 
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 ゼロレーティングに関する指針の策定について、「ゼロレーティングサービスの提供に

関する電気通信事業法の適用についての解釈指針」、こちらについては、消費者への情報公

開に関する事項も含むものでございますが、こういった解釈指針を年内を目途に取りまと

め、運用するとさせていただいております。 

 ３番目、モニタリング体制の整備でございます。ルールの遵守状況や情報公開の状況を

継続的にモニタリングし、必要に応じて事業者等に改善を促す体制を、本年夏ごろまでに

整備するとさせていただいております。さらに、優先制御について情報収集・調査を総務

省は行って情報提供するとともに、具体的なニーズが出てきた場合には、マルチステーク

ホルダーによる議論の場を設置し、合意形成を進めるとさせていただいております。 

 トラヒックの効率的かつ安定的な処理のための体制整備につきましては、関係者による

協力体制を早期に整備し、ネットワーク逼迫対策の取り組みを促進する。さらに、地域Ｉ

ＸやＣＤＮの活用に向けた関係事業者の取り組みを支援するための具体策について、本年

夏ごろまでに検討するとしております。 

 さらに、「インターネットの利用に関する利用者の権利」と「ネットワーク中立性のルー

ル」については、電気通信事業者のみならず、コンテンツ・プラットフォーム事業者を含

めた多様な関係者によって尊重・遵守されることが重要であるとさせていただいておりま

す。そのため、事業者、消費者、行政等の幅広い関係主体が参加するマルチステークホル

ダープロセスでネットワーク中立性に関する具体的ルールを「規範」として合意し、各関

係者が当該内容を尊重・遵守する共同規制による規律として機能させることが有効である

とさせていただいております。 

 また、サイバーフィジカルシステムは、日本国内に閉じたものではなく、データの越境

流通によって世界的な広がりを持ち得るものでございます。このようなことを踏まえると、

ネットワーク中立性の確保は不可欠なものでございますので、我が国がまとめるネットワ

ーク中立性のあり方をＯＥＣＤ等の国際会議の場に提案し、コンセンサスづくりに努める

ことで、国際的な制度の整合性の確保を図ることが重要であるとさせていただいておりま

す。 

 すいません、長く説明しましたが、全体、以上でございます。 

【森川座長】  ありがとうございました。それでは、ただいまの事務局のご説明を踏ま

えて、この中間報告書（案）について先生方からご意見等いただければと思います。可能

であれば、本日中にこの中間報告書（案）を取りまとめて、パブリックコメントに進めた
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いと思っておりますが、ご遠慮なくご意見等いただければと思います。いかがですか。 

 どなたから。行かれますか。 

【田中構成員】  私からですか。 

【森川座長】  いやいや、今、視線が合ったので、たまたま。 

【田中構成員】  わかりました。今、事務局から各ポイントをわかりやすくご説明いた

だいてさらに理解が深まったところですけれども、全体としての意見というわけではなく、

コメントになりますけれども、全体として非常に将来志向のネットワーク中立性に関する

取り組みの方針を出されたと理解いたしました。 

 今、ネットワーク側もさまざまな帯域制御や優先制御等インテリジェントな対応ができ

るようになっているなか、それを生かしつつ、次世代のネットワークを構築していく、ま

た、その際さまざまなレイヤーの事業者の間の利害が衝突するような点についても、協力

して取り組んでいくという方針を出されたという点で、非常に重要な取り組みだと理解し

ています。 

 １点、ネットワークへの持続的投資を確保する仕組みと書いてあるところなんですけれ

ども、お話をお聞きして、本年夏ごろまでに具体策を検討するということも書かれており

ましたので、具体的にネットワークの投資を重視していくという姿勢も示されたと理解い

たしました。 

 なので、どこをどう修正するというわけではないんですけれども、将来志向、協力体制、

また、ネットワーク投資という点が盛り込まれたということを非常に重要だと思うとコメ

ントしたいと思います。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

 ほかにはいかがですか。 

 それでは、次に視線があった実積先生、お願いします。 

【実積構成員】  すいません、全体的にしては、総務省にしてはというか、政府にして

は非常に将来の技術可能性を大きく認めていただいて、経済的な観点で非常にいいなと思

っています。特に３８ページの留意点の１つ目のところで、将来のことはわからんと明確

に書かれて、その後の検討に委ねるというのは非常にいい話だと思っています。 

 コメントというか、その前に質問をさせていただいてよろしいですか。 

【森川座長】  もちろんどうぞ。 

【実積構成員】  ひょっとしたら、これ、江﨑先生のほうにお伺いする必要があるかも
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しれないんですけれども、２点あります。全体の中で帯域制御と優先制御が分かれて書か

れているんですけれども、帯域制御というのは特定のアプリケーションに絞るということ

で、そうすると、帯域の幅が一緒であれば、絞られないものが優先されるということにな

るかと思うんですけれども、これは分けて書くというのは、日本語としてはもちろんわか

るんですけれども、将来的にＯＥＣＤに持っていくとかいうのを書いているので、英訳と

かした場合に技術者にとって理解が可能なのかどうかというのは、そこをちょっとお伺い

したいなと思っています。 

【森川座長】  江﨑先生。 

【江﨑構成員】  大変難しいご質問なんですけれども、基本的に優先制御の場合は、や

っぱり帯域が十分存在しているときに、遅延の問題だったりというところ、あるいはジッ

ターを調整するみたいなところを優先するというのが優先制御になる。帯域制御の場合に

は、品質を守るためにどうしてもやっぱり、非常に話し過ぎている人とかというのが、例

えばこれもモデルでいうと、皆さんに害になるような、品質を下げるようなものに関して

は、仕方がないのでそれに対しては制限をかけていくということになります。基本的には、

非常に混んできた状況では似たようなお話にはなりますけれども、普通の状況においては、

優先制御というのは、今までの全てが全部ベストエフォートで動いて十分だというもので

はない要求が入ってきたときにどういうふうに対応するかという問題と、前者のほうは、

やはりネットワークの安定運用をするために仕方がないのでやっていくと。 

 ただ、これを使い過ぎると、当然ながら投資のほうをある意味やらなくてもいいという

ふうに持っていかないように、この報告書の中でもしっかりした品質を守るための投資を

しなければいけないという書き方をされていますので、それができていないことに関して、

総務省としては、帯域制御でごまかすのではなくて、しっかりした投資をして、利用者に

対して十分なネットワーク環境のサービスを提供することが第１条件として書いてあると

いうことになりますので、それをロジカルにしっかりと説明すれば、多分わかっていただ

ける問題じゃないかなと思います。 

【実積構成員】  技術的な観点から書けるということであれば問題ないと思いますが、

素人的に読むと、優先制御の反対側に帯域制御があるので、同じことを言っているので、

節を分けるとわかりにくいなというだけです。 

 そこは明確になったということで、コメントとして幾つか申し上げます。１つには、大

事なところからというか、最終的なところから行きますと、共同規制をやりたいというふ
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うな、将来がわからない共同規制というのは、確かにそれしか方法がないだろうなとは思

います。ただ、共同規制をやるということは、今の段階で規制が決まらないと。何か新し

いことが出てきたときに初めていいかどうかは検討しますというふうなことなので、規制

は柔軟になって将来の変化に対応できるということはもちろんいいことなんですけれども、

反面、投資というか事業環境から見たら不確実性が出てしまう。サービスを提供しようと

したときに、後から「それは問題ね」と言われるようなケースが出てくるので、おそらく

今後の、今回中間報告ということなので、最終報告までにはガイドラインが決まっていく

んだと思うんですけれども、ここは大丈夫というか、こういう形態であれば基本的にはオ

ーケーですよというのをできるだけ早くつくるように、この先かもしれませんけれども、

そこは検討しておいていただきたいなというのが一番大事なところです。 

 少し細かい話でいきますと、２３ページあたりのところに、基本的な視点というのがあ

るところなんですけれども、この辺りは、２００７年のときの報告書と大分読み方を変え

なければいけないというか、利用者のものに関して、２００７年のときにはいわゆる消費

者、インターネットの利用者ということを中心にしていたのが、その前のページにありま

すとおり、コンテンツを出す人も対象として考えるんだというふうに少し定義が変わって

いるということがあります。 

 そうすると、いわゆる二面市場というか、マルチサイドマーケットの議論が出てくるの

で、コストと適正な対価が乖離する可能性が出てくるというのが少しあります。そうする

と、ルールを検討するにあたっての基本的視点の（イ）のところでコスト負担の公平性と

いうのが、この公平性というのは、通常考えるときの、そのサービスを提供するときに必

要なものはそこからとりましょうといった、一般用語としての公平性と乖離することが出

てくるんじゃないかというのが少し気になるところです。そうすると、ここは、その上に

ある（４）番、適正な対価というか、そういう形であれば、その辺は事業者の自由な行動

ができると思うんですけれども、少し気になるところで、おそらく運用というか、実際に

公平性というのはどういうところから判断するかというところから決められてくると思う

んですけれども、少し気になるところであります。 

 それから、２８ページの優先制御のところになります。合理的説明が必要であると、２

９ページの取組の方向性の２段落目のところの合理的説明のところなんですけれども、こ

こに関して、これはこの場で解釈をお聞きしなければといけないと思うんですけれども、

いわゆる技術的な話だけにとどまるのか、それとも、経済的な意味か。とにかく経済的に
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もうかるからやりますとか、そういったニーズがあるのでやりますというふうな説明で十

分なのか、それとも、それを超えた、どうしても経済的ではなくて技術的な、これをやら

ないとネットワークが輻輳でとんでもないことになる、サービスが使えなくなるというと

ころまで必要なのかというふうな議論というのはあると思うんですけれども、個人的には

ここはビジネス的なものでもいい余地があるんだろうなと思っています。そのあたりはど

うお考えなのかというのを少しお伺いしたいなと思っています。 

 それから、最後の３７ページに地域のＩＸとかＣＤＮというのが、国土の均衡ある発展

というわけじゃないんですけれども、データセンター、地域分散で地域振興というのは、

これは非常に重要なことだと思いますので、ここは頑張って施策として展開していってい

ただきたいなと感じています。 

 以上です。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

 今の点に関して、行かれますか、山路さん。 

【山路データ通信課長】  実積先生からいただいた３点のご質問についてお答えしたい

と思います。まず最初に、２２ページから２３ページのところですが、利用者の権利とし

たことで、２３ページの上の（４）のところが、事業者も含めて適正な対価で公平に利用

可能であるというふうになってしまうということですけれども、それでも我々としてはい

いんじゃないかなとは思うんですが、そこは消費者にしておいたほうがいいということで

あれば、ちょっと先生方のご意見も……。 

【実積構成員】  そこはいいと思っているんですけれども、その下の基本的視点の２番

目、（イ）のところです。 

【山路データ通信課長】  そこと組み合わせになるわけですよね、議論が必要になると

いうのはわかっておりますが、やっぱり不当な料金とかになるとよくないだろうと、ある

程度適正な対価で利用できるというのは、事業者・消費者両方がそういう権利を持ってい

るというふうにしたほうがいいのではないかと思っております。その際に、ちゃんと負担

の公平性も確保されているという。公平性といったときに、じゃ、誰から負担してもらう

かというのに関してはビジネス上の判断があるというのは、それは思っておりますので、

今後議論していく中で、いろいろ個別のケースについて、それが本当に妥当な負担なのか

というのは決まってくるというか、議論がなされていくんだと考えております。 

 ２９ページの合理的な説明というところですけれども、先生からは、優先制御、通信品
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質の確保が必要な、技術的にそういうものが必要なものに限定するのか、もしくは経済的

な理由、お金を出すから優先制御してくれよといったものも受け入れていいんじゃないか

というようなご指摘に聞こえたんですが、もともと通常のベストエフォートのインターネ

ットのアクセスサービス、そういったものに過度に影響を与えない形で優先制御は認めら

れるべきと考えておりまして、お金を出すから優先制御でも何でもしていいよとなると、

他の利用者のインターネットアクセスサービスに過度な影響を及ばさないということがな

かなか難しくなってくるのではないかと考えております。やっぱり少なくとも当面は、技

術的にも通信品質の確保が必要だというふうなコンセンサスが社会的に得られるようなサ

ービスから優先制御の取り組みをしていくというのが、大きな混乱を招かないという意味

でも望ましいのではないかと考えております。 

 ３７ページ、地域ＩＸ、ＣＤＮは、これはコメントということで受けとめております。

田中さんからもご指摘いただきましたが、我々としては、どういう形でやっていくのが今

後の持続的なネットワーク投資だったり、通信品質の確保につながるかということをしっ

かり考えて、具体的な策を考えて推進していきたいと考えております。 

 以上です。 

【実積構成員】  明確なご回答ありがとうございます。２９ページの合理的説明のとこ

ろに関しては、お金を出せばベストエフォートの帯域を食ってもいいというところまで言

うつもりは全くないんですけれども、技術的にベストエフォートの部分の帯域に関して影

響を及ぼさないのであれば、ある程度自由にというか、一番初めのコメントで言いました、

ここはやっても構わないというか、ガイドラインのところにおいて共同規制の不確実性を

できるだけ小さくするために、この形であると例えばオーケーというふうなところで読め

るような措置を将来的には講じていただきたいなと思っております。もちろん技術的にベ

ストエフォートの部分をどのぐらい侵す可能性があるのかというふうなモニタリングとい

うのは当然必要だと思っています。 

 すいません、ついでに。 

【森川座長】  どうぞ。 

【実積構成員】  今回インドに関して触れていただいて、アメリカとかＥＵだけでなく、

ほかの国でもやっているというのは非常に情報として入れるべきだと思うんですけれども、

これ、私の会議の発言で入れていただいたかもしれないので非常に申しわけないんですけ

れども、主要国というよりも特徴的な国なので、インドが主要国で、世界の平均的な規制



 -21- 

がこうだというふうな意味ではないので、そこは少し注意していただきたいなと思います。 

 あとは、タイポが少しあるようなので、そこは後で個別に指摘させていただきます。 

 以上です。ありがとうございます。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

 じゃ、江﨑先生。 

【江﨑構成員】  どうもありがとうございます。非常に皆さんおっしゃっているように

未来志向で、チャレンジできるような方向をやっていくと。その前提の上で、利用者の権

利をしっかりと守っていくというたてつけのですごいいいと思うんですけれども、２点あ

ります。 

 ３９ページの、これ、ちょっと細かいお話になりますが、２９ページのインターネット

アクセスにかかわる実効速度を公開されることが適当であると。モバイルの場合のところ

は非常にシンプルなんですけれども、一般的にこれ、計測するのが非常に難しい問題なの

で、それが非常に難しいということと、これに関してのやっぱり誤解のないようなしっか

りとした説明ができる方なりの知見をちゃんと入れなければいけないというのが後ろに多

分あったほうがいいかなという気がいたしました。 

 それから、２つ目は、今後の取り組みの中で一番最後にグローバルのお話が出てきてい

てですね。ただ、これまでグローバルの話がほとんど出てきていない。各国ではどうして

いる、特徴的な国ではこういうふうにしているというのは書かれていますけれども、やっ

ぱりグローバルであるということと、今、中立性が見直さなければいけない問題というの

は、やっぱりＯＴＴを中心にしたグローバルでプレーしている人たちとの関係が出てきて

いるということが非常に大きい。したがって、グローバルな取り組みが非常に重要である

というようなことになっていると思いますので、グローバルなシステムを維持しなければ

いけないと。そのために、やはりインターナショナル、グローバルドメインでの活動をし

っかりしなければいけないということを書いていただいたことは大変重要だと思いますけ

れども、もう少しこれを強く書いたほうがいいかなという気がいたしました。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

 ほかにはいかがですか。 

 じゃ、宍戸先生、どうぞ。 

【宍戸構成員】  東京大学の宍戸でございます。既に委員の先生方おっしゃられており

ますように、今回の中間報告書（案）は非常に前向きで、しかも意を尽くした非常に多く
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の記載がなされていて、今後のネットワーク中立性に関する政策のいわば礎石を置くもの

として極めて重要なものだと理解しております。その意味で、私のほうからは、１点はコ

メント、それから、２点、質問、それから、もう一点コメント的なことでございますが、

申し上げたいと思います。 

 第１のコメントでございますが、報告書（案）の２２ページにおいて、インターネット

の利用に関する利用者の権利として、従来のネットワーク中立性三原則を四原則として位

置づけたということは、これは今回の報告書のいわば精神を示すものとして極めて重要か

というふうに思います。 

 もう少し言いますと、今回のこのネットワーク中立性に関する研究会の検討だけではな

くて、今回全体として行われている電気通信分野の政策の包括的な検証を見直すというこ

との中でも、特にインターネットの利用に関する利用者の権利をこういう形で明示された

ことは、今回ほかの委員会や研究会にも出させていただいている者として申しますと、全

体として電気通信事業法の規律を事業者目線、あるいは事業者規律から、利用者保護、利

用者の利益を実現する法制として、また、電気通信設備から電気通信サービスといった機

能への法制全体あるいは規律全体のいわばウエートの置き直しを考える上で、利用者の権

利といった観点からどのような規律が適切か、あるいはどの程度の規律が適切かというこ

とを議論する上で、ここで２２ページから２３ページまで書かれていることというのは極

めて重要と考えております。 

 今後この研究会での報告書の内容の議論が、特別委員会等あるいは他の研究会での議論

にも反映されることになるかと思いますけれども、特に利用者の権利の部分が全体を貫く

ものとして位置づけられることを私は期待しております。これが１点コメントでございま

す。 

 次に、２点、質問というか、あるいはここはこういうことですか、あるいはこういうふ

うに記載したらいいのではないですかということを申し上げたいと思います。第１は、２

６ページから２７ページにかけて、帯域制御について基本原則として、トラヒックの増加

に対しては本来ネットワーク設備の増強によって対処すべきであるという基本原則を維持

されると、こういうお話でありました。私はそれを維持すべきものと考えております。 

 他方、２５ページ等に書かれておりますのは、現行の帯域制御ガイドラインが必ずしも

モバイル通信を念頭に置いていないと、こういうふうなご指摘であり、モバイル通信のこ

とも踏まえて今後帯域制御あるいは先ほど出てきたようなネットワーク設備の増強こそが
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原則であるといった考え方を示されているものと思います。 

 モバイル通信の分野におきましては、現在、５Ｇについても特定基地局の開設計画の認

定の手続がされているかと思いますけれども、そこの例えば競願時の審査事項におきまし

ても、実質的にここにあるようなネットワーク設備の増強を求めるような内容のことがあ

るかと思います。これは今、電波部マターということなのかもしれませんけれども、ここ

で議論されるようなネットワーク設備の増強といったことが電気通信事業法、それから、

電波法双方の運用を貫くといった観点の意識ということを、当然のことだということであ

えてお書きになっていないんだろうと思いますけれども、場合によっては、電波政策とい

うこともこれはモバイル通信についてはかかわるというようなことを一言されてもいいの

かなというのが１点でございます。 

 それから、２点目は、これは質問でもございますが、３３ページから３４ページにかけ

てのところは、全体として第３項、ゼロレーティングとスポンサードデータについて議論

している部分であろうかと思います。他方、３３ページで書かれている解釈指針の名称に

おいては、ゼロレーティングの提供に関する電気通信事業法の云々とありまして、以下の

記述はゼロレーティングの話に基本的には限られているように見えます。また、４０ペー

ジの今後の取組方針におきましても、ゼロレーティングについては言及があるかと思いま

すが、スポンサードデータについては特段ご言及がないようにも思われるわけであります。

そうすると、スポンサードデータどこ行っちゃったのというのは若干気になるところでご

ざいます。 

 ３３ページに戻っていただきますと、３段落目の中で、「ゼロレーティング等を提供でき

る環境を整備するため」とありますので、ここで言う指針というのはスポンサードデータ

のことも踏まえて書くということなのか、そうではなくて、ひとまずここではそのことも

意識するけれども、解釈指針はゼロレーティングに限って、そして、これについて年内に

指針を策定するというご趣旨なのかと、そこら辺が少しわかりにくいところがございます

ので、今の段階でお考えがあるなら教えていただくか、あるいは表現ぶりの問題なのかと、

お伺いできればと思います。 

 長くなっておりますが、最後のポイントでございます。これは３３ページから３４ペー

ジの同じくゼロレーティング等に係るところでございます。ここにおいて解釈指針の内容

を議論する中で、裸の電気通信事業者がこうでなければいけないのではないかというお話

と、市場支配力を有する電気通信事業者がこうでなければいけないのではないか、あるい
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は３３ページの一番下でいいますと、電気通信事業者の中でも最終利用市場において一定

のシェア・支配力を有する者、また、３４ページだと、一定のシェア・支配力を有する電

気通信事業者ということで、一定の規律がかかる電気通信事業者の範囲について、かなり

でこぼこといいますか、不統一があるように思います。 

 他方、これは当然規律の内容に応じて、どのような規模の、あるいはどのような位置づ

けの電気通信事業者であればこういう義務を負うということはもちろん変わってくるのは

当然なのですけれども、その点について、今の段階で整理が十分なされているのか、なさ

れていないのか。なされているのであれば、これでいいと言うんだったらいいということ

だと思いますが、この点についてお伺いをし、また、必要があれば整理をしていただきた

いということでございます。 

 なぜそういうことを申し上げるかと申しますと、実際に一定の電気通信事業者について

ゼロレーティング等について強目の義務を課し、実際にコンテンツ事業者であったり、他

の事業者との関係で紛争になるといったことを考えたときに、３４ページでは、苦情等の

処理の仕組みという形で、現行の電気通信紛争処理委員会とかＡＤＲなどの活用を含むと

いうふうに言及されておられるわけであります。これはこれで適当だと思いますし、この

ようなＡＤＲ等の仕組みを整備・活用していくことは大変望ましいことだと思いますけれ

ども、やはりＡＤＲ等がきちんと回るというためには、一体どの範囲の事業者にどういう

具体的な義務、誰をどういうふうに公平に扱わなければいけないということなのかという

ことが明確でないと、実際にＡＤＲ等のたてつけもできなくなるわけでございますので、

この点については少しきちんと議論を整理しておいたほうがよいのではないかと、こうい

う趣旨で申し上げたところでございます。 

 長くなりましたが、私からは以上です。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

 事務局からございますか。 

【山路データ通信課長】  まず江﨑先生からいただいた、最後の部分のグローバルのと

ころ、グローバルのプレーヤーが出てきていることも踏まえてもうちょっと強く書くとい

うようなところについては、修正を検討させていただきたいと思います。 

 宍戸先生からいただいた質問のうち、２６ページ、２７ページの電波法も含めた開設計

画の認定指針のところについて、省内のほうでも検討をさせていただきます。 

 続きまして、３３ページ、３４ページのゼロレーティングに関する事業法の解釈指針と
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いうところですが、ゼロレーティングのサービスの中でコンテンツ事業者がお金を払うと

いう形のスポンサードデータがあるというふうな認識をしております。基本的には、ゼロ

レーティングというものが現状見えているものであって、そこにお金を払う形のものがス

ポンサードデータだというふうな認識をして、今この文章を書いております。そういう意

味で、基本的にはゼロレーティングについての解釈指針というので大丈夫かなというよう

な認識です。 

 この電気通信事業者とか、市場支配力を有する者とか、一定のシェア・支配力がある者

というのは一応何となく書き分けているつもりでございますが、今後パブリックコメント

を受け付けたり、実際のマルチステークホルダーによる議論をしていく中で、その妥当性

みたいなところもしっかり整理をしていきたいと思っております。 

 いろいろな義務が明確になるような形、予見性があって、ＡＤＲとか紛争処理委員会へ

の苦情が出しやすいような環境をつくっていきたいと思っております。 

 以上です。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

【庄司構成員】  よろしいですか。 

【森川座長】  じゃ、庄司先生。 

【庄司構成員】  国際大学ＧＬＯＣＯＭ及びインターネットユーザー協会の庄司です。

３８、３９、４０ページのあたりで２点ほどコメントをしたいと思います。 

 １つ目は、３８ページのネットワーク中立性確保のための仕組みの上のほうの②ステー

クホルダーの多様性・関係の非対称性という部分です。基本的にマルチステークホルダー

で合意形成をしていきましょうということについては全く賛成でありますけれども、この

②のところの文章の一番最後、「規律については、レイヤーを跨いだ場合も含め、関係者間

の公平性を考慮する必要がある」と書かれています。 

 消費者、インターネットユーザーもそうですし、それから、新興企業もそうですし、あ

るいは地方の事業者とか地方の方々とかも含まれますけれども、マルチステークホルダー

という理念はいいんですけれども、こういった議論に臨むに当たって投入できる資源の差

が非常にあるわけでして、情報についてはなるべく共有していきましょうということは既

に書かれていますけれども、もしかすると、公平性の観点から舞台は国でやったほうがも

しかするといいのかもしれないとか、そういうふうに思ったりもするわけです。ですので、

実質的にちゃんと議論が対等に公平に行われるように舞台づくりをするということもここ
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に込めていただけるとありがたいと思います。 

 そういったことは３０ページの優先制御に関するルールの最後のところにちょっと書い

てあるんですけれども、これは優先制御に関するルールについてはというところなので、

これをもう少し全体のマルチステークホルダーの議論のほうにも込めていただければと思

います。 

 それから、同じく３９ページの今の部分、情報のところ、３９ページの「以下のような

情報が公開されることが適当である」ということでポツが３つ挙げてあったり、それから、

４０ページのほうでも、①の帯域制御ガイドラインの見直しのところで、「消費者の選択に

必要となる情報公開についても、あわせて盛り込む」というふうにあって、基本的に今回

の議論の方向性としては、マルチステークホルダー、そして、情報公開ということになっ

ていると思います。 

 情報公開に当たっては、３９ページのポツ３つのところにあるような情報を、特にポリ

シーはいいんですけれども、データの部分は、「こうです」という数値が出されるだけでは

なく、受け取った人が、本当にそうか分析し直したりとか、違う観点から検証してみると

いうことができるようなデータが出てくることが望ましいと思います。つまり、結果のグ

ラフが出てくるだけではなくて、できればその素材となるデータがあって、違う観点から

検証可能であるということが望ましいと思います。その場合、オープンデータであること

は望ましいですけれども、場合によっては、ある程度何か契約を交わした研究者にだけ提

供するとか、消費者団体に提供するとか、そういうことでもいいと思いますけれども、事

業者などから出てきたデータを受け取って、はい、それだけというのではなく、できれば

検証がし直せるとか、そういうことが望ましいのではないかなと思います。 

 以上です。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

【山路データ通信課長】  すいません、今の庄司先生の最後におっしゃられたデータ、

第三者が検証可能なというところについては、先ほど江﨑先生からも、専門家の目でちゃ

んと誤解のないような説明をしながらというところとも重なると思うんですが、私も以前

オープンデータを担当した者として、第三者が活用できるような形でのデータの公開がな

されるような方向で修正をしたいと考えております。 

 また、マルチステークホルダーの合意形成に関して、３０ページに書かれてあるような、

いろいろな人が参加しやすいとか、行政が少しコンセンサスづくりに入るというようなと
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ころを３８、３９のほうにも書くような形で修正をしたいと思います。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

 じゃ、柿沼さん。 

【柿沼構成員】  消費者の視点で少しお話しさせていただきたいんですけれども、４０

ページになります。①番で帯域制御ガイドラインの見直しということと、②番でゼロレー

ティングに関する指針の策定の中に、消費者への情報公開、正しく理解しというふうにあ

ります。この部分についてなんですが、やはり実際に消費者、受け取る側としては、販売

代理店が説明するような形になったりとか、あと、電気通信事業者様のほうで重要事項説

明書等に記載があると思うんですが、その部分については、電気通信事業法の消費者保護

ルールに関するガイドラインがありますので、そこにもしっかり明記していただきたいな

というのが１つございます。 

 それから、２つ目なんですけれども、カウントフリーのものを利用されて離れた場合、

その部分についてきちんとわからないと、利用をそのまま続けてしまって高額な料金にな

ってしまうというようなことをやはり懸念いたしますので、その部分については、ゼロレ

ーティングに関する指針の中に盛り込むような、ガイドラインに落とし込んで明記するよ

うな形になるんでしょうか。そこがわからなかったので、できれば教えていただきたいと

思います。 

【山路データ通信課長】  すいません、最初のご意見のほう、消費者向けの重要事項説

明のガイドライン、消費者保護ガイドラインにも明記というのは検討させていただきます。 

 それと、２点目のほうが、そのままサービスを使い続けてしまってというようなところ

がちょっとわからなかったので、もう一度お願いします。 

【柿沼構成員】  例えばカウントフリーの動画コンテンツを見ていて何か違う動画のほ

うに移った場合に、同じ動画だと消費者が思ってしまって利用したときには、当然料金が

高額になってしまう可能性があるかと思うんですけれども、そのあたりについての注意を、

例えば実際に行っている通信事業者様のほうで、ここからは高額になりますみたいなそう

いう画面周りができたり、そのあたりについて教えていただければと。 

【山路データ通信課長】  すいません、論点の最後のところ、３２ページですけれども、

「ゼロレーティング対象コンテンツについてのパケットのカウントの実態が消費者向けに

開示されておらず、課金の適切性を検証できないとの指摘もある」というのを書かせてい

ただいております。こういう指摘を受けまして、通信事業者がしっかりゼロレーティング
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の課金の状況について消費者に適切に情報を提供する必要があるというのを３４ページの

上から２番目のポツのところに書かせていただいています。今ご指摘いただいたようなと

ころも含めて、今後のガイドラインの策定のときに、現実的にどこまでできるかというの

を技術的なところも含めて、事業者、消費者の皆様と議論しながら考えていきたいと思い

ます。よろしくお願いします。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

 じゃ、田中さん、もう一度。 

【田中構成員】  先ほどコメントで忘れた点が１つあります。今回ネットワーク中立性

というタイトルで掲げたこういった大規模な検討というのはほぼ１０年ぶりぐらいという

ことですので、欧州、アメリカの状況を見ても、比較的中期的に取り組んでいる課題だと

いうふうに考えております。非常に多くの論点がある中ですので、これからさまざまな意

見もあるとは思いますけれども、短期間の課題というよりも中期的なものとして取り組ん

でいくことが重要だと考えているというふうにお伝えしたいと思います。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

 じゃ、林先生。 

【林構成員】  すいません、おくれて参りまして、大変申しわけございませんでした。

既にもういろいろご議論が尽くされているところかもしれませんので、もしかしたら重複

があればお許しいただきたいんですけれども、幾つかご意見を申し上げたく思います。 

 先ほど宍戸先生もご言及されましたように、２２ページから２３ページのあたりで、ネ

ットワーク中立性に関する議論というのは、一方では事業者間の競争性を重視しつつ、こ

こに書かれていますような、インターネットの利用に関する利用者の権利とか、あるいは

ネットワークコストの利用の公平性の確保というのが謳われていて、一方では競争性の重

視、他方では広い意味での公共の福祉の重視といいますか、今回の報告書（案）は、こう

いったバランスの上に成り立っているのかなと理解いたしました。 

 そういう意味では本報告書案はインターネットあるいはインターネットガバナンスに対

する社会の期待に応えるものだと思います。ちょうど電気通信事業において、電気通信事

業法が、電気通信事業の公共性に鑑みて、その運用を適正かつ合理的なものとするととも

に、公正な競争を促進することによって利用者の利益を保護すると謳われているように、

この１条の目的規定の趣旨にも親和したものだと思います。 

 その上で、先ほど来ご議論のあったマルチステークホルダーによる議論の重要性でござ
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いますが、私も前回のプレゼンでその重要性を申し上げたところでございます。そういう

意味ではまさにこれは賛成なんでございますけれども、まずは事業者間で話し合いという

か、議論をしてまずは仲よくしましょう、議論の土俵に入ってもらいましょう、合意形成

をしていきましょうというのは、これはこれで非常に重要なわけですけれども、ただし、

それだけではもちろん不十分でございます。 

 当然のことながら、もし電気通信事業法や独占禁止法等に違反する事実があると思料さ

れるときは、間断なく業務改善命令とか、排除措置命令といった法的措置を辞さないとい

うスタンス、こういった北風と太陽じゃないですけれども、一方でソフトロー的な対応、

一方でハードロー的な毅然たる対応、しっかり法制度のバックボーンがあるんですよとい

うことを踏まえた上でのソフトローということなのであって、ハードとソフトの両面があ

ってこそのソフトローであり、共同規制が成り立つ前提であると思いますので、一方のソ

フトの部分だけに軸足を置かないようにするということが大事だと思います。この中間報

告書案は、当然そこは踏まえての話ですので、あえてそこを書くまでもないというふうに

理解しておりますので、ここで事務局に何か修文を求めるわけではございませんけれども、

そこはおそらく事務局のこの報告書（案）の根底にある考え方なのかなと私は思いました。 

 そして、ゼロレーティングのところでございますけれども、３３ページです。これも先

ほど来ご議論があったところでありますけれども、これも確認でございます。おそらくこ

こで書かれてあることは、支配的事業者、支配的電気通信事業者に課せられるルールと、

それから、全ての電気通信事業者に適用される一般的なルール、これが２つあるのかなと

思っています。 

 例えば全ての電気通信事業者なり、プラットフォーム事業者なりに適用される一般ルー

ルとして、ここに書かれてあるような不当な差別的取り扱いの禁止や通信の秘密の保護と

いったルールがあり、他方で、支配的電気通信事業者といいますか、電気通信事業法でい

うところの、非対称規制の対象となる指定電気設備を有する第一種指定電気通信設備事業

者に対する規制、もちろんゼロレーティングとは文脈は違いますけれども、そういう、い

わゆる支配的事業者のみに追加的に適用されるような特別なルールとが二つ書き分けられ

ていると理解いたしました。そこはあえて報告書案にはそういう柱書きは注記されてござ

いませんけれども、これを仔細に検討すれば、そこには、全ての電気通信事業者が当然守

らなければならないルールと支配的事業者に帯する追加的なルールとがあり、そこはもし

かしたらわかりやすく、もうちょっとアレンジしたほうがいいのかもしれませんけれども、
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そういうふうに思いました。 

 以上でございます。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

 じゃ、大橋先生、お願いします。 

【大橋座長代理】  ありがとうございます。いろいろな議論がある中で、事務局に非常

に丁寧にまとめていただいたなと思っています。 

 最初ちょっと私の理解を申し上げると、インターネットを取り巻く事業環境は非常に流

動的である中で、やはりイノベーションの角をためるようなことというのは政策的に行う

ことはよくないということはまず前提条件としてあって、他方でここの世界で資本の論理

があまりに強く反映されてしまうと、利用者――利用者というのはユーザーであり、コン

テンツを提供する事業者を含んでいるんだと思いますが、そうした利用者の公平性のみな

らず利便性もゆがむ可能性があるんだというようなことを言っていただいていて、よって、

そうしたものにどう対応するのかということが、今回の中立性の議論の発端になっている

と中で説明していただいていると理解しています。 

 これに対する対応は幾つかあると思いますが、事業者の自主ルールに完全に委ねてしま

うという形ではなく、行政が一定程度関与するんだという姿勢も、これは明確に示してい

ただいていて、それは私は正しいんじゃないかと思っています。いわゆる事業者の自主ル

ールといっても、参加しない事業者がいたらどうするんだとか、いろいろ難しい問題があ

るので、これは形としてよいのかなと思っています。 

 ガイドラインをつくりながらですけれども、事業者に対して一定程度の透明性を公表、

あるいは委員会という形でそこに提供するようなデータもあるのかもしれませんけれども、

公表していただきつつ、そうした公表内容が実態としてきちんと行われているかというこ

とは、文章上は監視すると書かれていますけれども、そういうふうなことも行っていくん

だということで、行政の関与をある意味一定程度示していただいたというのは非常に意味

のある内容だったんじゃないかなと思います。 

 その上で、気づいた点、もう既に事前にもお伝えしているのであれですけれども、１つ、

まず構成上の話として、第５章がこのレポートの主要な内容だと思いますけれども、第１

節、第２節で一応の対応策は説明されていて、それを第３節で一回引き取ってまとめて、

また第６章でまとめているという形になっていると思うんですけれども、これ、ちょっと

ずつ文章の表現が違っていないことだけ確認をしていただければなということがあります。 
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 具体的に言うと、例えば３９ページのところで、公開される内容というのは、例えばゼ

ロレーティングでいえば、提供ポリシーなんだと書いてあります。これ、もしかすると例

えばということでの提供ポリシーというふうな感じもして、提供ポリシーだけなのかとい

うと、もしかするとちょっとそうでもないのかなという感じはしていますので、ここのあ

たり、表記の仕方はあるのかなというのがもう一つです。 

 あと、先ほど委員からもあったんですけれども、ここでの議論は短期的な話じゃなくて

一定程度継続していく話だということを考えると、ここで書かれている内容がこれで全て

ｄｏｎｅというわけじゃなくて、今後何らかの形でＰＤＣＡを回していって、情報提供し

てもらう内容とか、あるいはガイドラインの内容とか、そういうものも順次実態を反映し

て変わっていく話なのかなと。そうした、ＰＤＣＡというか、今後も改善していくんだと

いうことも多分読み込めるのかもしれませんけれども、ちょっと確認をしていただければ

なと思いました。 

 以上です。 

【森川座長】  ありがとうございます。ほかには何かいかがですか。 

【江﨑構成員】  よろしいですか。 

【森川座長】  じゃ、江﨑先生。 

【江﨑構成員】  先ほどの大橋先生の話はすごく重要だなと思います。やっぱり新しい

サービスが起きるように、それを邪魔する、言ってみれば、大きな占有的な人がいじわる

をしないようにしなさいというのは非常に明確に書かれていて、かつ大きくなった人が完

全な自由主義で行くと、大橋先生おっしゃったように、やっぱりコントロールできないと。

そこに対しての公的な規範をしっかりと政府が出していくと。ただし、そのときは非常に

注意をしながら、でも、重要なことに関しては関与するというようなところが、多分この

文章にも大体書かれていると思いますけれども、それは非常に重要な考え方だし、まさに

今、グローバルな、国境を越えてそれを行おうとしているように見えているプレーヤーに

対してのどういう対策を国としてやっていくかということは、それは国だけではなくて、

当然ながら、全体としてどうつくっていくかというコンセンサスをつくっていかなければ

いけないということになるので、そうすると、グローバルな場でのコンセンサス形成も必

要だし、ローカルとしてのコンセンサス形成も必要だということじゃないかなと思います。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

 じゃ、実積先生。 
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【実積構成員】  実積です。さっき意見を言って、その後皆さんの意見を聞いて、言い

忘れたことに気づいたんですけれども、２点あります。 

 １つは、情報提供に関してです。情報提供で、さまざまな実行速度とか提供ポリシーの

情報提供とかというのは非常に大事、それは間違いないです。ただ、別の研究会でＡＩの

ところにもあったんですけれども、トランスペアレンシーとアカウンタビリティの問題が

あって、情報をいっぱい出せば出すほどわかりにくくなる。今回の基本的な考え方として

は、最終的なベースラインのところの規制、先ほど林先生からありましたけれども、非常

に悪いことをした人、あるいはこの一線を越えてはいけないことに関してはちゃんと行政

で面倒見るんだと、それを越えたらきちんと介入するんだけれども、それ以外に関しては、

基本的にマーケットというか、円滑な競争というか、適正な競争に委ねるというふうなこ

とになるのが、アプローチとしては僕は非常に賛成なんです。 

 ただ、日本の場合、ここで一番欠けているのは、海外の議論として欠けているのは、消

費者のからの圧力というか、海外のネット中立性の議論になると、消費者団体が外で旗を

振るということになるんですけれども、日本のケースだと、そういった動きってなかなか

難しい。ブロードバンドが難しいとか、先ほど、どういったものがゼロレーティングの対

象になるかわかりやすく必要があるというふうな柿沼構成員の議論も当然あったんですけ

れども、消費者教育というか、必要な情報、提示してもらった情報、我々が集めた情報を

きちんと解釈できるような教育プログラムというか、この報告書の枠を出るかもしれませ

んけれども、今後の対応の１つは、必要なリテラシーを高めていくとかというのが少しあ

ってもいいのかなと思いました。 

 それからもう一点は、今後の取り組み方針の中で、今年の夏とか年内目途というのは書

いているんですけれども、この表紙を見ると中間報告書と書いているんですね。そうする

と、最終報告書までに何を我々は今後やっていくのかというのを少し書いておいていただ

けるといいのかなというふうな感じはするんですけれども、そのあたり全くメンションが

なかったので、ちょっと気になったところです。 

 以上です。 

【森川座長】  じゃ、お願いします。 

【山路データ通信課長】  今までいただいたご意見についてお答えをさせていただきま

す。 

 まず林先生の、支配的事業者とかいろいろなところについての書き振りについては、ち
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ょっと検討させていただきます。 

 大橋先生からいただいた中の、文章の中の文言がちょっとばらつきがあるんじゃないか

と。すいません、実はいろいろな担当者が分担して書いていて、正直に申し上げると、そ

ういうばらつきがあるので、ちゃんと整合性がとれるように、再度修正をさせていただき

ます。 

 ＰＤＣＡ、これ、実積先生おっしゃっていただいたところとも関係するかと思うんです

が、これで終わりではなくて、ガイドラインにしろ、いろいろな取り組みについてもしっ

かりフォローアップしていかなければいけないと考えておりますので、そういった表現を

入れるような形で、この研究会についても中間報告という形にさせていただいております

ので、今後行政がマルチステークホルダーでやっていく中身についてもご報告して、フォ

ローアップしていただけるようなことを期待しておるところでございます。 

 包括的検証のほうでは、年内に最終的な答申を取りまとめるというふうになっておりま

して、どういう形でこの研究会で最終報告書みたいなものを出すかというのは、またパブ

コメ以降ご相談をさせていただければと考えております。 

 あと、データの公開と活用のところですが、さっき言い忘れたんですが、いろいろなト

ラヒックのデータを専門家がわかりやすく説明していただくということと同時に、第三者

が活用できるような形で出すことによって、消費者の方々、消費者団体の方々もそれを使

って自分たちで分析したりというのも、そういう動きにもつながるんじゃないかと期待す

るところもございますので、そういった面を含めて文章の表現を工夫したいと思います。 

 以上です。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

 ほかには何かいかがですか、先生方。 

 そうしましたら、私から感想で。本当にこの報告書（案）は、事務局が取りまとめてい

ただいて、これ、すばらしいなと思っています。すばらしいというか、おそらく大変だっ

ただろうなと。先ほど来ありましたけれども、利用者の権利って、やっぱりこれを明確に

したというところが今回の多分一番のポイントで、やはりスターティングポイントを抽象

化して決めていかないといけないので、ここを先生方のご意見も踏まえてしっかりと決め

られたというのが、僕としてはこの会合の一番の成果だろうなと。それで、事務局も、そ

こが多分固まらないとその後多分議論になりませんので、そこが多分一番大変だったんだ

ろうなと思いました。その上で、今後の取り組みでいろいろとこれからやるということで
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ございますので、事務局は引き続き大変だなという感想でございます。 

 その中で１点だけなんですけれども、地域ＩＸとかＣＤＮの話があります。ここは、結

構、だから、いろいろな方々からご知見いただきたいなと思っていて。これは昔から言わ

れていることなんですね。昔から言われていて、なかなかうまくいかない問題って世の中

にはたくさんありまして、医療のＩＣＴなんかもそうなんですけれども、絶対やらないよ

りはやったほうがいいんだけど、なかなか動かないと。地域ＩＸに関しても、それとはち

ょっと違うかもしれませんけれども、なかなかやっぱり難しい問題でございますので、そ

こをぜひいろいろなご意見をいただきながらこれは進めていきたいというのは希望でござ

います。無理やり税金だけ突っ込んでいいのかどうかというか、いろいろ議論もあります

ので、そのあたりは、今まで何でうまくいってないのかというところもしっかりと深めた

上で、次の議論に深めていっていただきたいなというお願いでございます。 

 以上、感想でございます。 

 それでは、先生方、何かございますか。よろしいですか。 

 そういたしますと、重要なことが、今までいただいたご意見をこの報告書（案）に反映

させてパブコメに出すということなんですが、その際の修正を事務局と私に一任いただき

たいというお願いでございますが、よろしいですか。ここが実は一番重要なことでござい

ますので、よろしいですか。信用していただけるかということなんですけれども、信用し

ていただければ、そのような形で、いただいたご意見を踏まえて中間報告書を修正した上

で、パブコメのほうにかけさせていただければと思います。ありがとうございます。 

 それでは、事務局から今後の予定につきまして、お願いいたします。 

【細野データ通信課課長補佐】  森川座長、大橋座長代理、皆様、どうもありがとうご

ざいました。 

 中間報告書（案）につきましては、今、座長からのお言葉ありましたとおり、座長とご

相談しながら、本日のご議論を踏まえて、また、タイポなど、誤植などご指摘いただきま

したので、そこの修正もさせていただきまして、意見募集を速やかに実施したいと考えて

おります。 

 その後のスケジュールにつきましては、その意見募集の結果を踏まえて、４月上旬にま

たご議論をお願いしたいと思っております。この意見募集の期間は３週間程度を予定して

おります。そのほか、詳細につきましては、後ほどご連絡をさせていただきたいと思いま

す。 
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 なお、この中間報告書（案）取りまとめに向けまして、追加のご意見等ございましたら、

事務局までご連絡いただきますようお願いいたします。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

【森川座長】  ありがとうございます。 

 それでは、以上をもちまして、第７回のネットワーク中立性に関する研究会を終了とさ

せていただきます。ありがとうございました。 

 

（以上） 


